
















































2013 年 11 月 30 日受付

























































































ため，2011 年 3 月には，あらためて業界の経年
変化と業容やニーズの変化を見るために，日本パ
ブリックリレーションズ協会に加盟するPR会社・
PR 関連会社に加え，協会非加盟の PR 会社も対























































































































意識実態調査」は，2013 年 7 月 29 日（月）～ 9
月 13 日（金）にかけて，1 都 3 県（東京都，千葉，
埼玉，神奈川）に所在する非営利法人 406 団体に





















































逆に 28% の団体が広報・PR スタッフを有して
いない。本稿では，非営利団体として中規模の組

















































図１ 　 非営利団体の予算規模　 （ n = 1 0 7 ）  
 
 








と（図 2）、広報・PR の専任スタッフがいると回答した団体は全体の 14%を占め、兼任の
広報・PR スタッフも含めれば（56%）、およそ 70%の団体には、広報・PR スタッフが存在
していることになる。 









 逆に 28%の団体が広報・PR スタッフを有していない。本稿では、非営利団体として中規
































































































































































































が活用されはじめている。SNS である mixi が導
入・ 活 用 さ れ は じ め た の が 2004 年 で，Tou 
Tube，Facebook と Twitter は 2008 年から，
Ustream が 2009 年から，となっている。最も急
激な伸びを示すのが 2010 年からで，この 2010





















































































 一般的に、インターネット元年は 1995 年と理解されているが、その 5 年後には、早くも
ブログが活用されはじめている。SNS である mixi が導入・活用されはじめたのが 2004 年
で、Tou Tube、Facebook と Twitter は 2008 年から、Ustream が 2009 年から、となって
いる。最も急激な伸びを示すのが 2010 年からで、この 2010 年は Twitter の導入が最も多









































聞いてみた（図 7）。その結果，全体の 66% が推
 
 12
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 
ブログ 2 1 3 3 4 2 6 3 6 1 1 
You Tube 2 3 6 1 1 2 
Ustream 1 4 1 1 1 
Facebook 5 1 7 14 17 3 
Twi er 1 3 11 10 6 1 







































































































































































































































































































































２．50 万円～ 100 万円未満
３．100 万円～ 300 万円未満
４．300 万円～ 500 万円未満
５．500 万円～ 1000 万円未満
６．1000 万円～ 2000 万円未満



































































８．その他 （　　　　　　　 ／ 　　　　　  年）
企業に対する取り組みについてお伺いします。
Q33.
企業とパートナーシップを組む上で
の基準は何ですか。【複数回答可】
１．企業理念／経営ビジョンの内容
２．ガバナンス（意思決定の透明性，統治能力）
３．コンプライアンス（法令順守）
４．情報開示の積極性
５．企業文化／企業風土
６．経営トップのリーダーシップ 
７．経営成績（売上高，営業利益率など） 
８．企業イメージ
９．社会貢献・CSR 等への取り組み実績
10．企業ブランド力の有無
11．商品ブランド力の有無
12．社会からの評判・評価
13．当該企業の事業内容および自組織との親和性
14．経営トップの自組織に対する理解度
15．寄付金・活動資金等の提供有無
16．人材・ノウハウ等の提供有無
17．ソーシャルメディア対応能力
18．国際的な認証の取得
19．特にない 
20．その他（　　　　　　　　　　　　　　 　）
